
熊本県事業継続・再開支援一時金交付要綱 

 

（趣旨）  

第１条 知事は、令和３年（２０２１年）５月１６日からの国の「まん延防止等重点措

置」の適用等に伴う飲食店への時短要請や不要不急の外出・移動の自粛（以下「要請

等」という。）による影響のため、売上に甚大な影響を受けた中小事業者等に対して予

算の範囲内において、熊本県事業継続・再開支援一時金（以下「一時金」という。）を

交付するものとし、この交付等に関しては、熊本県補助金等交付規則（昭和５６年規則

第３４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによ

る。 

 

（交付対象）  

第２条 交付対象となる事業者は、熊本県内に店舗や事業所等を有する中小事業者等であ

って、次の各号に掲げる要件の全てに該当するものとする。 

（１）令和３年（２０２１年）５月、６月を対象として、国の「月次支援金」及び他都道

府県における同様の一時金等の申請（受給）を行っていないこと（ただし、第４条に

よる酒類販売事業者への上乗せ支援においては、同様の支援を他都道府県に申請（受

給）していない場合、国の「月次支援金」及び他都道府県における同様の一時金等を

申請（受給）した場合であっても、当該支援に限り申請（受給）できるものとす

る。）、かつ「熊本県時短等要請協力金」及び「熊本県大規模集客施設等時短要請協

力金」における要請の対象事業者ではないこと。 

（２）令和３年（２０２１年）４月３０日以前から事業による売上（事業収入）を得てお

り、今後も事業を継続する意思が認められること。 

（３）令和３年（２０２１年）５月、６月の月間売上（事業収入）が、要請等の影響によ

り、前年又は前々年同月比で３０％以上５０％未満減少していること（ただし、第４

条による酒類販売事業者への上乗せ支援は、３０％以上減少していること。）。ま

た、令和３年（２０２１年）５月、６月及び前年又は前々年同月の月間売上（事業収

入）については、新型コロナウイルス感染症対策として、国や地方公共団体から支給

された支援金、給付金等の現金給付を除いて算出するものとする。 

（４）法人が申請者の場合は、令和３年（２０２１年）４月３０日時点において、次のい

ずれかを満たす者であること。ただし、組合若しくはその連合会又は一般社団法人に

ついては、その直接又は間接の構成員たる事業者の３分の２以上が個人又は次のいず

れかを満たす法人であること。 

  ア 資本金の額又は出資の総額が１０億円未満であること。なお、基本金を有する法

人については、「資本金の額又は出資の総額」を「基本金の額」と、一般財団法人

については、「資本金の額又は出資の総額」を「当該法人に拠出されている財産の

額」と読み替えるものとする。 

  イ 資本金の額又は出資の総額が定められていない場合は、常時使用する従業員（労

働基準法（昭和２２年法律第４９号）第２０条の規定に基づき予め解雇の予告を必

要とする者をいう。）の数が２，０００人以下であること。 



 

（交付額の算定）  

第３条 交付額は次表のとおり算出する（その額に千円未満の端数が生じたときは、これを

切り捨てた額）。 

算出方法 
１事業者当たりの 

交付上限額 

令和元年（２０１９年）又は令和２年（２０２０

年）の５月、６月の月間売上（事業収入）から、令

和３年（２０２１年）５月、６月の月間売上（事

業収入）を差し引いた金額 

法人 月毎に１０万円を上限 

個人 

事業者 
月毎に５万円を上限 

２ 創業の時期その他の事情により、前項の規定により難い場合における交付額の算定方法

は、知事が別に定める。 

 

（酒類販売事業者への上乗せ支援）  

第４条 国の「まん延防止等重点措置」の適用等に伴う措置区域における終日酒類提供停

止要請による影響を鑑み、酒類販売事業者については、熊本県内に店舗や事業所等を有

し、かつ、次の各号に掲げる要件の全てに該当する場合に限り、次条による交付額を前

条の交付額に上乗せして申請できるものとする。 

（１）酒税法（昭和２８年法律第６号）第７条に規定する酒類の製造免許又は同法第９条

に規定する酒類の販売業免許を受けていること。 

（２）終日酒類提供停止要請に応じた熊本市内の飲食店と直接又は間接の取引があるこ

と。 

 

（酒類販売事業者への上乗せ交付額の算定）  

第５条 酒類販売事業者への上乗せ交付額は次の各号のとおり算出する（その額に千円未満

の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）。 

（１）令和３年（２０２１年）５月、６月の月間売上（事業収入）が、終日酒類提供停止 

要請の影響により、前年又は前々年同月比で７０％以上減少した酒類販売事業者。 

算出方法 
１事業者当たりの 

交付上限額 

令和元年（２０１９年）又は令和２年（２０２０

年）の５月、６月の月間売上（事業収入）から、令

和３年（２０２１年）５月、６月の月間売上（事

業収入）及び国の「月次支援金」の支給額を差し

引いた金額 

法人 月毎に４０万円を上限 

個人 

事業者 
月毎に２０万円を上限 

（２）令和３年（２０２１年）５月、６月の月間売上（事業収入）が、終日酒類提供停止 

要請の影響により、前年又は前々年同月比で５０％以上７０％未満減少した酒類販売 

事業者。 

 

 



 

算出方法 
１事業者当たりの 

交付上限額 

令和元年（２０１９年）又は令和２年（２０２０

年）の５月、６月の月間売上（事業収入）から、令

和３年（２０２１年）５月、６月の月間売上（事

業収入）及び国の「月次支援金」の支給額を差し

引いた金額 

法人 月毎に２０万円を上限 

個人 

事業者 
月毎に１０万円を上限 

（３）令和３年（２０２１年）５月、６月の月間売上（事業収入）が、終日酒類提供停止 

要請の影響により、前年又は前々年同月比で３０％以上５０％未満減少した酒類販売 

事業者。 

算出方法 
１事業者当たりの 

交付上限額 

令和元年（２０１９年）又は令和２年（２０２０

年）の５月、６月の月間売上（事業収入）から、令

和３年（２０２１年）５月、６月の月間売上（事

業収入）及び第３条の算出方法により算定した支

給額を差し引いた金額 

法人 月毎に１０万円を上限 

個人 

事業者 
月毎に５万円を上限 

２ 創業の時期その他の事情により、前項の規定により難い場合における交付額の算定方法

は、知事が別に定める。 

 

（交付申請）  

第６条 規則第３条第１項の申請書は、別記第１号様式によるものとする。 

２ 規則第３条第２項の添付書類は、次の各号に掲げるものとする。 

（１）誓約書（別記第２号様式） 

（２）その他知事が必要と認める書類 

３ 次の各号のいずれかに該当する事業者は、交付申請をすることができない。 

（１）国の「月次支援金」及び他都道府県における同様の一時金等の対象となる事業者 

（ただし、第４条による酒類販売事業者への上乗せ支援においては、同様の支援を

他都道府県に申請（受給）していない事業者は、国の「月次支援金」及び他都道府

県における同様の一時金等を申請（受給）した事業者であっても、当該支援に限り

対象事業者となるものとする。） 

（２）「熊本県時短等要請協力金」及び「熊本県大規模集客施設等時短要請協力金」にお

ける要請の対象となる事業者 

（３）国及び法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表第一に規定する公共法人 

（４）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

に規定する「性風俗関連特殊営業」又は当該営業に係る「接客業務受託営業」を行う

事業者 

（５）政治団体 

（６）宗教上の組織若しくは団体 



（７）暴力団排除条例（平成２２年熊本県条例第５２号）に規定する暴力団、暴力団員等

又は暴力団密接関係者 

（８）前各号に掲げる者のほか、一時金の趣旨・目的に照らして適当でないと知事が認め

る者 

４ 知事は、前項第７号に規定する暴力団、暴力団員等又は暴力団密接関係者に関する事

項について、熊本県警察本部長あて照会することができる。 

 

（申請の取下げ） 

第７条 規則第８条の規定により申請の取下げを行う場合は、別記第３号様式によるもの

とする。 

 

（交付の決定及び確定等） 

第８条 知事は、第６条に規定する申請書類の提出があったときは、内容審査を行い、適

当と認めたときは、補助金の交付決定及び額の確定を行い、その金額を支払うものとす

る。 

２ 前項の規定による一時金の交付決定及び額の確定通知は、別記第４号様式により行う

ものとする。 

 

（実績報告） 

第９条 規則第１３条に規定する実績報告は、第６条に定める申請書及び添付書類の提出

をもって行ったものとする。 

 

（請求） 

第１０条 規則第１６条に規定する請求は、第６条に定める申請書及び添付書類の提出を

もって行ったものとする。 

 

（一時金の返還） 

第１１条 一時金の交付を受けた者は、国の「月次支援金」及び他都道府県における同様

の一時金等の給付を受けたときは、速やかに知事に報告しなければならない。（ただ

し、第４条による酒類販売事業者への上乗せ支援においては、同様の支援を他都道府県

から受給していない場合、国の「月次支援金」及び他都道府県における同様の一時金等

を受給した場合であっても、当該支援に限り給付できるものとする。） 

２ 「熊本県時短等要請協力金」及び「熊本県大規模集客施設等時短要請協力金」の給付

を受けたときは、速やかに知事に報告しなければならない。 

３ 知事は、前２項の報告があった場合には、必要に応じて一時金の返還を命ずるものと

する。 

 

（その他必要な事項）  

第１２条 この要綱及び規則に定めるもののほか、一時金の交付について必要な事項は知

事が別に定める。 



 

附 則  

（施行期日）  

この要綱は、令和３年（２０２１年）７月５日から施行する。 


